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１．位置づけ（大まかな流れ）

課
題
採
択
時
評
価

中
間
評
価
（１
年
目
）

中
間
評
価
（２
年
目
）

事
後
評
価

１年目 ２年目 ３年目

※FS研究の場合は
FS評価

採択～評価の流れ（研究期間3年の場合）

※評価の結果が悪い
場合は途中中止

※評価の結果が悪い
場合は途中中止
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２．スケジュール（公募・審査の手順）

① H31年度採択課題の公募方針決定 （第3５回 新道路技術会議） （１１月６日）

② H31年度採択課題の公募 （１１月上旬～１２月下旬）

⑤ H31年度採択課題の審議・決定 （第３６回 新道路技術会議） （３月上旬）

③ 一次審査の実施 （～１月下旬）

④ 各分科会（ソフト／ハード）によるヒアリング審査の実施 （１月下旬～２月上旬）

⑥ 審議結果の通知及び公表 （３月中旬）

ヒアリング審査の結果を踏まえ、合議によりH31年度採択課題を審議・決定。

• 結果を問わず、研究代表者に書面にて事務局から通知

• 道路局ホームページ等において、採択された研究（研究テーマ名と応募時の提案概要等）を公表

• 分科会（ハード／ソフト）毎にヒアリング審査を開催 （１課題あたりの時間は、説明１０分、質疑１０分。 ４時間程度）
• 説明・質疑応答を踏まえ、分科会毎に合議により各公募案件の順位付けを行う。

• 国交省担当行政官・担当研究官が、評価基準（創造性、実現性、研究体制）に基づき、評価を実施
• 委員からの推薦案件の確認。
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公募タイプ
タイプⅠ

（政策実現型）
タイプⅡ

（技術ﾌﾞﾚｲｸｽﾙｰ型）
タイプⅢ

（新政策領域創造型）
タイプⅣ

（特定課題対応型）

概 要

現在の道路行政の
重点課題の解決に
資する研究

技術的課題の画期
的な解決を目指す
研究

政策横断的な視点から
道路行政の新たな政策
領域を提案する研究

道路行政における社会的なニーズ等を踏ま
えた特定の政策課題に対応した研究

以下の政策領域のいずれかに関するもの

①新たな行政システムの創造 ②道路ネットワークの形成と有効活用

③新たな情報サービスと利用者満足度向上 ④コスト構造改革

⑤美しい景観と快適で室の高い道空間の創出 ⑥交通事故対策

⑦防災・災害復旧対策 ⑧道路資産の保全

⑨沿道環境、生活環境 ⑩自然環境、地球環境

特定課題

（ソフト分野）
①次世代ETCシステムについて
②道の駅等の交通・防災拠点に関する効果
的な広域配置と交通マネジメントについて

（ハード分野※）
①構造物の定期点検における水中等の不

可視部分の点検支援技術
②トンネルのうき・剥離の検出技術

研究費規模
（年間限度額）

最大5,000万円まで 最大5,000万円まで

研究期間 平成31年度から１～３年間 平成31年度から１～３年間

公募タイプ 実行可能性調査（ＦＳ）

概 要
タイプⅠ～Ⅲにおいて、研究の本格採択にあたり事前に実行可能性
や具体的方途等について検討・分析を行う研究

研究費規模 100～1,000万円程度

研究期間 平成31年度１年間 （1年後に研究課題の本格採択の是非を審査）

特定課題一般課題

３．募集する研究テーマ ※赤字は昨年度からの主な変更点

※ハード分野の特定課題については、
地方整備局等が設ける調整会議に
参加し、意見交換しながら技術の開
発等を進めることを条件とします。
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（参考） 過去の特定課題

年度 ソフト分野 ハード分野

H22 －

歴史的街並みの保全、観光振興等の地域の魅力向上を目指
した面的な無電柱化事業に対する社会的なニーズを踏まえ、
無電柱化事業の喫緊の課題であるコスト縮減、工期短縮、施
工性向上等を図り、無電柱化の効率的推進に資する技術開
発に関する研究テーマ

H26 大都市圏の環状道路の効率的な運用 橋梁やトンネル点検を低コストで効率的に支援する技術

H27 －
橋梁点検において、技術者自らが近接し、かつ打音・触診を
行うことを前提とした場合に、診断の質の向上や記録の効率
化・高度化を支援する技術群パッケージの開発

H28

ＥＴＣ２．０を含む多様なビッグデータを活用した
① 地域戦略における交通需要・空間マネジメント手

法の開発
② 平時及び災害時のデータプラットフォームの開発
③ ストック効果と信頼性評価手法の開発

－

H29 自動運転社会の実現に必要な道路インフラについて
生産性向上を図り、ライフサイクルコストの縮減に資する道路
構造物の補修・補強に関する技術開発

H30 ＡＩを活用した交通分析・予測・マネジメント手法の開発
道路構造物の点検・診断結果の判断及び活用に資する研究
開発
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（参考）１０の政策領域及び研究テーマ例（１／２）

募集する研究は、１０の政策領域の何れかに関するもの（タイプⅣを除く）とし、道路分野における基礎的な要素技術から
総合的な応用技術まで幅広いテーマを対象。

政策領域 研究テーマ例

【領域１】
新たな行政システムの創造

○道路行政を進めていく上で基本的な手法や考え方に関する研究開発
・利用者視点に立ったニーズ把握と多様な主体との協働
・施策・事業等の評価とマネジメント
・ICTを活用した道路調査手法の開発等情報収集の高度化
・新たなモビリティへの対応
・PPP/PFI等の官民連携手法 等

【領域２】
道路ネットワークの形成と有効活用

○道路計画に当たって必要な手法や設計手法に関する研究開発
・道路ネットワークの形成による都市間連絡改善と国家社会経済への影響分析
・時間帯別交通データ等を活用した道路のサービスレベルの定量化方策
・大都市圏のボトルネック箇所の把握と対策検討
・物流効率化･国際競争力強化に資する道路整備 等

【領域３】

新たな情報サービスと利用者満足度
向上

○各種情報サービス等利用者満足度向上のための技術や応用手法に関する研究開発
・新たな情報サービスを活用した各種道路交通問題の解決に関する研究開発
・情報通信技術を活用した道路交通管理の高度化に関する研究開発
・地図情報の高度化など新たな道路サービスに関する研究開発 等

【領域４】
コスト構造改革

○コスト構造改革を推進する上で必要な具体の技術や調達手法に関する研究開発
・競争的で透明性の高い調達システム
・工期短縮やコスト及びライフサイクルコストの縮減、施工合理化に資する新技術の開発
・品質確保に資する監督･検査、評価の仕組み 等

【領域５】
美しい景観と快適で質の高い道空
間の創出

○美しく品格のある道路空間を整備していくための検討手法や技術の開発
・地域の伝統･文化等特性を生かした道路空間の形成
・バリアフリー施策
・駐車場･歩行空間等における住民参加型のまちづくり手法
・景観作りの評価･効果測定手法 等

【領域６】
交通事故対策

○交通事故対策に資する具体的な対策や評価分析手法に関する研究開発
・幹線道路における効果的･効率的な交通事故対策及び迅速な効果評価
・生活道路における交通事故対策及び面的な効果評価
・生活道路における簡易デバイス等を用いた安価で効果的な交通事故対策
・交通事故対策における効果的な合意形成手法
・プローブデータ、ドライブレコーダー等を用いた危険箇所抽出、交通事故要因分析 等
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政策領域 研究テーマ例

【領域７】
防災・災害復旧対策

○災害時の対応や防災対策に必要な検討評価手法及び対策技術に関する研究開発
・災害時の情報収集･伝達や復旧活動の迅速化
・地震・降雨等による盛土・斜面等の被災要因の分析
・防災事業の効果評価手法や対策優先度の設定手法
・斜面等の危険箇所を把握するための効率的な手法
・気象特性の変化や社会的影響等を踏まえた通行規制の区間や基準・運用の考え方
・広域災害時の道路種別の違いを超えた一元的かつわかりやすい情報提供手法 等

【領域８】
道路資産の保全

○維持管理や長寿命化対策に必要な評価検討手法及び技術に関する研究開発
・既設構造物の合理的な補修補強技術
・既存道路資産を有効活用した更新技術
・劣化した道路構造物の性能評価技術
・道路構造物の補完性、代替性の評価技術
・道路構造物の耐久性の信頼性向上技術
・道路施設の点検･維持作業の効率化と作業環境改善 等

【領域９】
沿道環境、生活環境

○沿道や周辺環境の改善に貢献する評価検討手法や技術に関する研究開発
・沿道大気質改善対策
・沿道騒音改善対策
・環境調和型道路構造の研究
・関連する予測手法の研究
・環境改善の効果算定手法
・都市環境改善を考慮した道路網の運用 等

【領域１０】
自然環境、地球環境

○自然や地球温暖化等に対する検討技術に関する研究開発
・生物の多様性と共存の確保方策
・地球温暖化防止に資する持続可能な道路交通
・道路のライフサイクル･アセスメント手法
・緑のネットワーク化 等

（参考）１０の政策領域及び研究テーマ例（２／２）44



①タイプⅠ（政策実現型） 創造性３０％ 実現性５０％ 研究体制２０％

②タイプⅡ（技術ブレイクスルー型） 創造性４０％ 実現性４０％ 研究体制２０％

③タイプⅢ（新政策領域創造型） 創造性６０％ 実現性２０％ 研究体制２０％

④タイプⅣ（特定課題対応型） 創造性２０％ 実現性６０％ 研究体制２０％

（２）一次審査項目

（３）一次審査基準

一次審査項目における研究の創造性、実現性、及び研究体制の詳細は下表の通り（なお、提案者自らの
判断によるFSでの応募については、創造性の観点のみにより評価）。

一次審査では、公募タイプごとの審査基準に沿って下記の重み付けで定量的に評価。

創造性 新規性 発想や目標とする成果、研究方法にこれまでにない新規性があるか

先導性 さらに新たな政策研究への展開を開けるなどの先導性があるか

実現性 社会的意義 行政ニーズに適合しているか（研究に社会的意義があるか）

実効性 コストパフォーマンスを含め実効性のある成果が望めるか

研究体制 実施体制 研究目標を達成するために適正かつ研究規模に応じた実施体制（人員、役割･責
任分担、設備、スケジュール、連携先等）となっているか

費用の効率 研究成果に見合ったコスト提案となっており、経費の内容（外注がある場合はその
必要性、範囲等を含め）も適切であるか

４．審査の手順、一次審査項目・基準

（１）審査の手順

一 次 審 査
政策領域毎に担当行政官と研究官が提案書類に基づき、創造性、実現性、研究体
制の観点から一次審査を実施。

ヒアリング審査
一次審査を通過した研究について、各分科会において提案者からヒアリング審査
を実施。

二 次 審 査 ヒアリング審査の結果を踏まえ、新道路技術会議での合議により二次審査を実施。

応募課題の審査は一次審査、ヒアリング審査、二次審査の手順で行う（なお、一次審査と並行して、各委員
に応募書類一式を参考送付し、推薦案件の有無を確認予定）。
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（２）研究代表者
／共同研究
者について

（３）研究不正へ
の対応

５．応募資格、研究者の要件、研究不正への対応

（１）応募資格 一 大学等の研究機関
二 国又は地方公共団体における研究機関
三 研究を目的に持つ独立行政法人、高速道路株式会社、日本下水道事業団
四 研究を目的に持つ特例社団・財団法人、公益社団・財団法人、一般社団・財団法人
五 民間研究機関（研究業務を行っている機関）
六 新道路技術会議が委託研究を実施することが適当であると認めた学会及び業界を代表する協会
七 公共事業を行う第三セクターのうち新道路技術会議が委託研究を実施することが適当であると認めた法

人
八 その他、特に新道路技術会議が委託研究を実施することが適当であると認めた法人又は個人
九 前各号の要件を満たす複数の機関又は研究者からなる共同研究体

○止むを得ない特段の事情が無い限り、研究代表者の研究期間中の変更は認められない。研究期間終了ま
で責任を持って研究遂行が可能な研究代表者を選定すること。

○提案書類に記載した共同研究者の変更は、止むを得ない特段の事情のほか、新道路技術会議本会議の審
議を経た場合以外は、原則として認められない。

（国総研から委託する場合）『不正使用・不正受給ならびに研究上の不正について』として、募集要領に下記内
容を記載。

【不正使用及び不正受給】
○「研究機関における公的研究費の管理・監査ガイドライン（実施基準）」に準じて、費用の不正使用等の防止
等を図るための取組を実施する必要について記載。

【研究活動における不正行為への対応】
○「研究活動における不正行為への対応指針」に準じ、不正行為（捏造、改ざん、盗用）を未然に防止する
ための取り組みを実施する必要について記載。
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	⑫ 資料4-1新規募集について（概要）



